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はじめに
小稿は、海外直接投資の撤退のケースについて考察したものである（I）。日本
企業の新規進出は1989年をピークとし、撤退件数は1998年が過去最高となって
いる。当初の投資目的に合わなくなった環境変化や本社の収益力の低下などが
撤退の大まかな理由として挙げられているが、ケース・スタデイはこれから進
めていかなければならないであろう。
K社は繊維産業の盛んであった北陸の金沢市で、織機メーカーに勤めていた
技術者が第二次大戦後、独立創業の志を実行に移した会社である。織機部品の
下請け生産を開始したものの、朝鮮動乱前の不況時には受注がなくなるといっ
た苦労が大きく、自前の技術、自社製品をもっ必要性を強く感じて、工作機械
を自社開発した。創業社長は40年で会社の基盤整備を行い、息子の二代目社長
で、事業の継続とグローパル市場の変化を先取りした戦略的体質をもっ金業へ
と進展を図っている。
日本企業の海外直接投資は、市場確保、市場防衛、海外調達を狙って実行さ
れた場合が多かったのであるが、円高で海外工場を設けても、円安に振れたら
撤退するといった可逆的行動がそれほど簡単にとれるわけではない。
K社の場合は撤退が容易な条件が揃っていた。即ち、規模が大きくなく経営
者の意思決定が機敏にでき、その後タイムラッグを伴わないで実行に移せるこ
と、独資であること、現地では小規模に展開していたこと、技術を根底から移
転していなかったこと、 ITによって現地ユーザーとの情報交換が容易になった
ことなどで、 1990年に立ち上げたアメリカの工場を本年撤退させた。
社長は常々アジル（agile）・カンパニーを目指すといっているが、撤退はそ
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の一つの具体例であろう。
同社の経営戦略をみると、製品ミックスを金属加工機からガラス加工機にウェ
イトを移しており、ガラス部門の事業が高収益をもたらしているので、長期不
況下においても業績がよい。この魅力的事業に着目したのは早く、 1977年に専
業子会社を設立し、レンズ芯取機を開発した。この子会社は現在、本社に合併
した。
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K社が製造会社を海外から撤退させ、世界中のユーザーを24時間体制で日本
において集中管理する事態がこのまま続くのかどうかという点については、環
境が変われば海外進出もありうると予想される。定まった状態がよいのではな
く、機敏に適応行動をとることがよいと考えられているからである。
K社（2)
所在地 石川県
創業 1949年
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法人設立
資本金
従業員
事業内容
海外活動
1970・9
1971・2
1975・10
1980・6
1990・9
1991・6
1993・10
1995・5
1996・5
1996・10
1997・9
1998・9
面接者
面接時期
1960年
17億1,191万円
410名
工作機、ガラス加工機の製造・販売
創業社長一行が欧米視察
アメリカに油圧自動タレット旋盤を初輸出
アメリカ・西独にサーピス・ステーションを開設
Kアメリカ設立（販社）
米コロラド州ウエストミンスター市において生産目的の現地
法人設立
同上において生産開始
ドイツにおいてKドイツ社（販社）設立
EMOミラノショーに6機種出品
シカゴショー出展
JIMTOF出展
EMOハノーバーショー出展
24時間サービス体制開始
社長
2000年
1. ITに関連した製品開発と、 IT武装で組織強化をはかったK社の沿革
K社の創業者は1949年に従業員 2名で8坪の工場に旋盤、ボール盤、グライ
ンダ－各1台をもって事業を始めた。当初は退職した会社の部品下請けた、った
が、朝鮮動乱前の不況時にたちまち受注がなくなり、売れそうなものは何でも
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作ってみるということで、野球のコリントゲーム、ベピースクーターなどを手
掛けてみた。その後、特需景気に乗って操業したものの39年不況では従業員の
雇用維持を思い、不眠が続いた。そのような時に自前の製品を持つべきだとい
う意識が強まり、何を開発すべきかを模索した。丸物加工物が多いことに気付
き、 1962年には油溝切り旋盤を手掛けた。さらに油圧と電機を併用するという
アイデイアを活かし、 1965年には油圧自動タレット旋盤を完成させ同社のメイ
ンの製品とした。ちなみに1963年には石川県中小企業新製品開発補助金が助成
されている。その後、度重なる助成をうけ製品の改良を重ねている。このよう
な旋盤の自動化が製品にITを付加する糸口となった。 1966年にはPC制御技術
が取り入れられた。 1971年には半導体の活用による基板の自主開発をおこなっ
た。
また、 1972年には戦略的製品ミックスとして全自動立型レンズ芯取機が開発
され、現在、企業収益に寄与しているガラス加工機部門に先鞭がつけられた。
1974年にはオイルショックの影響が日本経済に真に厳しく迫ってきた頃であ
るが、 NC工作機の製品開発を始めた。引き続き1980年にはマシニングセンタ
を開発した。この年はアメリカに販社を出した。しかし、アメリカで販売した
ものは、開発したばかりの新製品でなく、改良が進み完成した機種の自動タレッ
ト旋盤である。
1988年にはツイン・スピンドル旋盤を発表した。加工対象に同時に二方向か
らアプローチすることができればスピードの経済が達成できるであろうという
アイデイアを製品化したものである。
さて、 K社は1971年に初輸出して以来、世界の40カ国以上に輸出している。
社員を各国に派遣し、または駐在させ、現地のディーラーを起用し、社員、
ディーラ一、ユーザーへの同社製品を使いこなす教育が重視されている。
市場のグローパル化が進むとともに、情報伝達の広域化、高速化が一層必要
となってきたが、設計、自動倉庫、オフィス業務がコンピュータ化されるのは
当然として、営業の国内・外のネットワーク化が目指され、 1997年10月にグロー
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パル情報ネットワークが構築された。このネットワークを通して世界42カ国の
ディーラーと瞬時に情報のやりとりができるようになった。
社内の事務処理がペーパーレス化され、製品カタログもCD-ROM化された。
この改革により営業マンが携帯パソコンで顧客に動画像をみせることにより
“百聞は一見に知かず”の諺を現実化した。
グローパル・ネットワークの24時間体制の内容は、時差のある国や操業時間
を拡大したユーザーに技術指導や保守管理を常時提供することである。この体
制は「グローバル・エンジニアリングサーピス」と名付けられ、海外経験のあ
る9名の専従者を三交代制で張りつけている。このような体制で1997年夏に輸
出比率60%となった営業活動をささえている。
このようなグローパル・サービスの布石が海外直接投資撤退の決断に踏み切
らせる背景ともなっているのではないかと思われる。
2. Kアメリカの進出から撤退まで
K杜の海外との関わりは、 1970年の初代社長のアメリカ視察に始まり、翌年
には商社を通じて自信作の油圧自動タレット旋盤の初輸出が実現する。この当
時のアメリカ経済は深刻な状態で8月にはニクソン宣言が出され、アメリカの
貿易赤字が大であるところから輸入制限が設けられていたのであるが、 K社の
初輸出は輸入制限解除を待ち構えて行なわれた。幸いなことに現地ユーザーの
間では日本製工作機械が安くて品質がよいとの評価ができ上がっていた。
一方、戦後の日本の鉄鋼業界は、アメリカが設備更新にてこず、っていたのと
対称的に近代的な高炉の建設がすすみ、圧延設備が競って投資され、初めは粗
鋼の輸出が外貨を稼いだのであるが、より加工度の高い工作機械などに輸出の
ウェイトを移したいというのが、国を挙げての願いであった。 K社以前に、
1898年創業のオークマ等の大手メーカーが対米輸出をはじめ、日本製の評価を
高め、後進の道を開いてくれたところであった。
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その当時、対米輸出が目指されたわけは、金持ちの国に販路を拡げるばかり
でなく、機械工業が最先端をいっているアメリカで通用すればその他の国の制
覇は簡単だ、と考えられていた節もある（3)0 K社としては現地ユーザーの抱える
問題点を糸口として製品を改良していくといった期待もあったと思われる。
対米輸出においてユーザーとの直接の接触を求めたK社は、 1974年には直貿
易に移行、翌1975年にはシカゴ、ロスアンゼルスにサービス・ステーションを
開設した。それから半年かけて全米にディーラ－網を布いた。欧米においては
日本人社員を駐在させるよりも、コミッションをインセンテイブとして営業す
る現地ディーラーを活用する方が効果的とされている。四半世紀前の材士とディー
ラ一間の通信手段はテレックスであった。
1980年にはKアメリカ（販社）の設立、引き続き1990年にはコロラドナトドフェ
ストミンスター市に製造目的で資本金100万8で現社長を代表者として現地法
人を設立した。この地はデンバー近郊で、本社所在地にも似た地方都市であり、
すでに日本から数社進出していた。そのうえ、戦後日本から移転した仏教寺院
まであるという。この地が選択されたのは販路との関係からである。
この工場の操業にあたっては、生産されたものが米国製であるとアメリカ商
勤省から認定されるには、部品、加工機の現地調達をせねばならなかった。そ
こで、翌1991年春には現地調達品を本社に持ち込み、予定の製品を試作した。
そして 6月に現地の操業を開始した。この工場は組み立て工場であるので、従
業員は6人以内に終始しており雇用に困難はなかった。社長の話によれば、ア
メリカでは労働者は自己の能力評価ができ能力に応じた報酬しか要求してこな
いので待遇の交渉は納得のいくものであったとのことである。
技術移転に関しては組み立て部分のみであり、当初4名の出向社員が応援に
行き、無理なく操業できる企画で現地化された。開業のおりには現地市長を含
め100人の招待者を集め、盛大なパーティが聞かれたと社史に記録されている。
アメリカでの生産は初年度月産10台、年商15億円を見込んだ。 1997年には累
績生産量500台を越え、ベテラン現地社員の名が、功績のあったものとして社
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史に記録されている。
プラザ合意の1985年をピークにアメリカの財政赤字は押さえこめたものの、
旺盛な消費支出が国内供給で賄えない形で貿易赤字は拡大して行く。日本に対
しては金融緩和・輸入促進の要請があるもののアメリカ製K社製品を逆輸入す
るメリットはなく、円安にふれてからは米国製K社製品を売るコミッションは
薄くなる。このような事態ではディーラーと企業の利害のトレード・オフに悩
むよりも撤退の選択肢が浮上してくる。撤退に際しては雇用問題や現地株主な
どの引き止め要因もなかった。
一方、本社では1990年から納期 1カ月体制に向けて努力が始まる。 1991年に
は自動倉庫が完成する。細かく計算された調整在庫は置かざるを得なかったの
であろう。 1960年代のアメリカ多国籍企業は、ユーザーの近くに立地して市場
を拡大するという戦略を採ったが、 IT革命によって海外直接投資をしなくても
よいのか否かといった企業の判断が試される局面に至った。ついに2000年には
Kアメリカは閉鎖の運びとなった。進出の際には21世紀に向けての伸びる企業
の布石と決断されたはずだが、アジル・カンパニーとしての意思決定が優先さ
れたのである。
同社の50年史（平成11年1月刊行）に社長は次のように述べている。
“時には前進に勝る撤退の決断”というタイトルで、『企業がより発展して
いくには、前進、前進の果敢な意欲、姿勢と取り組みが不可欠であることは言
うまでもありません。しかし、時にはトップとして悩みに悩んだすえの厳しい
決断が必要な「決定的な一瞬」に直面することもあります。
当社でもかつて、一つの新規事業に大きな夢を抱いて実現にひたすら遇進し
た時期もありました。しかし、いろんな角度・視点から綴密に分析し、厳格な
シュミレーションを施した結果、これ以上進むのは危険、と私が最終的な判断
を下して、その分野から撤退したことが実際あったのです。
それはいまから思うと、「撤退というマイナス・イメージとは逆に大変重要
な転機であったわけで、あり、以後の事業展開のうえで大いにプラスとなった意
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味のある過程であったということができます。』と語り、さらに、『果敢に前進、
攻撃する前向きの姿勢と同時に無謀と分かつた時点で、それ以上の「出血Jを
避け、いち早く撤退する勇気をも持つことが経営者として極めて重要なことで
はないか。』としている。ここで語られている撤退がアメリカのノックダウン
工場撤退のことであるのかどうかは不明であるが、経営者のスタンスが明らか
にされていると受けとめてよいのではなかろうか。
3.組織メンバーのストレス解消と活性化をはかるユニークな従業員同好会
1992年に、 K社ではトップダウンで“K一座”という同好会をスタートさせ
た。これは、企業の存亡をかけた新製品開発や、グローバル化に伴う24時間体
制の導入などで従業員がいかに緊張を強いられてるかということに配慮した社
長が発案したものである。
K一座に含まれる同好会は、スタート時においては、加賀宝生（4) （後に除外）、
K太鼓、相川音頭、相撲甚句からなっていた。一座の最大の使命はボランテイ
ア活動とされ、年5回前後、近隣市町村の福祉施設などで公演を行い、地域住
民に喜んでもらっている。
これらの同好会の特色は、発声したり肢体を動かしたりの、肉体で表現する
日本的な音楽系のパフォーマンスを合奏等の複数による協同作業で行なうとこ
ろにある。音楽は美術などとは違って時間に厳しく拘束される行為であり、成
果は時間とともに消え去る。合奏という点では先ず、他人の演奏を聞く耳がな
ければならない。さらに、 K太鼓グループにいたっては作曲という創作活動ま
で、伴っているのだそうだ。
これらの行為は、ユーザーを満足させるような機械を開発し、製造し、販売
するK社の一義的目的のために行なうべき従業員の訓練のアイテムと共通した
ものもあるように見える。
一回の公演に参加する員数は30数名程度であり、従業員410名の 1割にも満
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たないのであるが、メンバ一個人にとっては日常業務とまったく異なった世界
に入り、ボランティアといえども技術の向上を目指し、訓練すること自体にお
いてストレスを解消し、喝采を浴びて自己実現欲求をみたし、そのうえメンバー
が企業の公告塔ともなっている。
社長はこのK一座を企業文化の一環と考えているとのことであるが、この場
合の企業文化は研究者の用いる意味と多少異なっているかもしれない。研究者
間ではそれを通常、「組織のメンバーに共有された価値観、信念、規範の集合J
といった意味合いに用いるが、社長のとらえ方は（経営）：（文化）または（合
目的的行為）：（直接関係のない行為）といった枠組みで捉えられているように
思われる。
定義は別として、このK一座は、参加者にとっては企業戦士のストレスを癒
し、明日への活力を養う場であり、会社にとっては製品でないものでなにか
「良いもの」を社会に還元したいという考えを実現させる装置なのである。
おわりに
アメリカで輸入規制が強くなった時期に、現地行政の期待を受けて華々しく
進出したK社であったが、この海外直接投資は最初から根本的に技術移転する
計画はなかった。少額の100%出資、本社社長という身を翻しやすい体制で出
ており、経済環境がかわり、現地ディーラーのコミッションが薄くなったとこ
ろで、傷を大きくしない決断をしたのがK社の場合である。
同一業種でも、 A社の場合（5）は、進出先もアングロサクソン流を学ぶ道場と
してイギリスが選ばれ、代表者も現地人という、経営の国際化を進めること自
体が当面の企業の目的になってしまった例である。 A社の場合、欧州の不況も
さることながら、構えて進出し、異文化社会に技術移転がしっかり出来なかっ
たという基本的要件の欠如がひびいているようだ。
K社がうまく撤退できた背景には、ガラス加工機部門にウェイトを移しての
好業績や、 ITによる情報伝達のスピード・アップなどがあるが、ネット・サー
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ピス部門の三交替制など新しい労務問題が同好会活動でも解決できない部分を
のこすのではないかといった疑問は残る。
注記
(1）東洋経済「海外企業進出総覧’99く国別編＞Jによれば、日本企業の新規
進出は1998年には激減し、撤退件数については過去最高水準となり、新規進
出件数より多くなった。ここで件数というのは大蔵省統計で、届け出基準1
億円以上の投資についてカウントしているのである。
(2）事実関係についてはK社50年史とホームページ、に依っている。
(3）東洋経済「海外進出企業総覧’93く国別編＞Jによれば北米は日系企業製
造業の存続率がもっとも低い地域となっている。 10年から15年の問に撤退率
が高まるとある。仮にアメリカで成功してもそれぞれの国に異文化がある。
一国のー企業内においても移民等で多民族の社員がいると、 OJTも一様には
いかないといった苦労があるなど、各地に進出してみて漸く分かつてくるこ
ともあるようである。
(4) 能楽の流派
(5) 田中祥子： 「北陸企業のグローバル経営（3）」『研究年報J第X刃E巻
富山大学環日本海地域研究センタ－ 1997年7月
A社のイギリス製造部門撤退は2000年に入ってからのことであり、進出時
の様子を述べたものである。
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